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(57)【要約】
【課題】冷却循環系（１３）を介して駆動機関等と熱的
に結合された暖房用熱交換器（８）と、圧縮器（３）と
共に冷媒循環系に接続された補助熱交換器（７）とを有
する、車両室内（２）に流れ込む供給空気（Ｉ）を調節
するための空調設備を備えた車両において、圧縮器が調
節装置（３７）によってユーザ側の設定（Ｑsoll）に応
じて調節可能であり、補助熱交換器（７）が暖房運転モ
ードでは凝縮器として動作し暖房用熱交換器（８）と共
に供給空気（Ｉ）へ熱を放出する空調設備の、調節精度
を改善する。
【解決手段】調節装置（３７）が評価ユニット（３８）
を備えており、評価ユニットでは、ユーザ側の設定に対
応した目標熱供給量（Ｑsoll）と算出された実際の熱供
給量（Ｑist）との比較が行われ、調節装置（３７）が
、この比較に基づき、圧縮器（３）を制御するための調
節量（Ｙ）を導出する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両室内（２）に流れ込む供給空気（Ｉ）を調節するための空調設備を備えた車両であ
って、前記空調設備は、暖房用熱交換器（８）と、補助熱交換器（７）とを具備しており
、前記暖房用熱交換器は、冷却循環系（１３）を介して駆動機関等と熱的に結合されてお
り、前記補助熱交換器は、圧縮器（３）と共に冷媒循環系に接続されており、前記圧縮器
は、調節装置（３７）によってユーザ側の設定（Ｑsoll）に応じて調節可能であり、前記
補助熱交換器（７）が、暖房運転モードでは凝縮器として動作し前記暖房用熱交換器（８
）と共に供給空気（Ｉ）へ熱を放出する車両において、
　前記調節装置（３７）が評価ユニット（３８）を備えており、
　前記評価ユニットでは、ユーザ側の設定に対応した目標熱供給量（Ｑsoll）と算出され
た実際の熱供給量（Ｑist）との比較が行われ、
　前記調節装置（３７）が、前記比較に基づき、前記圧縮器（３）を制御するための調節
量（Ｙ）を導出すること
を特徴とする車両。
【請求項２】
　前記補助熱交換器（７）による熱出力が、従来の補助加熱器、例えばＰＴＣ加熱素子に
比べてはるかに大きく調整できるよう、前記調節装置（３７）によって調整可能な前記圧
縮器（３）の最大出力が設定されていることを特徴とする請求項１に記載の車両。
【請求項３】
　実際の熱供給量（Ｑist）の算出が、供給空気（Ｉ）のパラメータ（ｍ、Ｔa、Ｔe）だ
けで行われることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の車両。
【請求項４】
　実際の熱供給量（Ｑist）を算出するために、前記補助熱交換器（７）および前記暖房
用熱交換器（８）から成る集合熱源（１０）の空気流入温度（Ｔe）および空気流出温度
（Ｔa）を検出する温度センサ（３９、４０）が設けられていることを特徴とする請求項
１、請求項２、または請求項３に記載の車両。
【請求項５】
　前記評価ユニット（３８）には、実際の熱供給量（Ｑist）を算出するために供給空気
（Ｉ）の空気質量流量（ｍ）を測定する測定ユニット（４２、４３）が添設されているこ
とを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれか１項に記載の車両。
【請求項６】
　暖房用熱交換器（８）および補助熱交換器（７）から成る集合熱源（１０）の上流に、
空気質量流量（ｍ）を調整するための気流フラップ（３６）および送風器（３３）が設け
られており、前記気流フラップおよび前記送風器により、供給空気（Ｉ）の流れ断面積お
よび流速を調整できることを特徴とする請求項１ないし請求項５のいずれか１項に記載の
車両。
【請求項７】
　暖房用熱交換器（８）および補助熱交換器（７）から成る集合熱源（１０）の上流に、
空気質量流量（ｍ）を調整するための気流フラップ（３６）および送風器（３３）が設け
られており、
　前記測定ユニット（４２、４３）が、前記送風器の電気出力もしくはそれに相関する送
風器パラメータ（ＵＧ）および前記気流フラップ（３６）のフラップ位置（Ｗ）に基づい
て空気質量流量（ｍ）を割り出すことを特徴とする請求項５に記載の車両。
【請求項８】
　空調ユニット（９）が、集合熱源（１０）の上流に蒸発器（２９）を備えており、前記
蒸発器が前記補助熱交換器（７）と共に冷媒循環系に接続されており、前記蒸発器（２９
）が、特に暖房運転モードでは停止しており、前記補助熱交換器（７）が停止している冷
房運転モードでは供給空気（Ｉ）から熱を吸収することを特徴とする請求項１ないし請求
項７のいずれか１項に記載の車両。
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【請求項９】
　前記蒸発器（２９）には、冷房運転モードでの蒸発器温度（ＴＶ）を検出する温度セン
サ（４０）が添設されており、前記温度センサ（４０）が暖房運転モードでは集合熱源（
１０）の空気流入温度（Ｔe）を検出することを特徴とする請求項８に記載の車両。
【請求項１０】
　請求項１ないし請求項９のいずれか１項に記載の車両の空調設備の運転方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前提部に係る空調設備を備えた車両、及びこうした車両における
請求項１０に係る空調設備の運転方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両室内を暖房するため、例えば冷却循環系を介して内燃機関の排熱が送り込まれる暖
房用熱交換器を用いて、車両室内に流入する供給空気を温めることができる。近年の車両
においては、駆動機関での排熱はごくわずかしか発生しないので、通常は、暖房用熱交換
器に、必要な熱出力の総量との差を補うことができる補助加熱器が添設されている。この
補助加熱器は様々な形で実施することができ、例えばＰＴＣ加熱素子として実施すること
ができる。
【０００３】
　特許文献１において知られているような、一般的な空調設備を備えた車両では、補助加
熱器を空調設備の冷媒循環系に接続することができる。補助加熱器は空調設備の暖房運転
モードでは凝縮器として動作することができ、暖房用熱交換器と共に供給空気へ熱を放出
することができる。この空調設備は、ユーザ側の設定に応じて冷媒循環系を調節する調節
装置を備えている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】独国特許出願公開１０３４６８２７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、冷媒循環系を簡単により高い調節精度で調節できる、空調設備を備え
た車両、及び空調設備の運転方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この課題は請求項１または請求項１０の特徴によって解決される。本発明のより好まし
い実施形態は従属請求項に開示されている。
　請求項１の特徴部分によれば、調節装置は評価ユニットを備えており、この評価ユニッ
トで、ユーザ側の設定に対応している目標熱供給量と、算出された実際の熱供給量との比
較が行われる。この比較に基づき、調節装置が、圧縮器を制御するための調節量を導き出
す。好ましくは、供給空気のパラメータのみを使用して実際の熱供給量を算出するように
できる。これにより、測定が困難な冷却循環系のパラメータや冷媒循環系のパラメータの
検出を省略することができる。
【０００７】
　上記のような調節の主要目的は、発生する熱出力を少なくとも従来の補助加熱器（例え
ばＰＴＣ素子）と同等にすることである。ただしそうしたＰＴＣ補助加熱器とは異なり、
本発明による補助熱交換器は、はるかにより高い効率で運転することができ、すなわち本
発明によれば、従来の設計思想による補助加熱器より動力源エネルギーの使用がかなり少
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なくなる。
【０００８】
　本発明による冷媒循環系のヒートポンプの使用例では、各実施形態次第ではすぐに「過
剰加熱する」設計となりうる。ここで、出力値はエネルギー消費に正比例して上昇するの
で、予め設定された出力限界でのヒートポンプの運転を保証するよう調節するという設計
が実現可能である。その際に好ましいのは、従来のＰＴＣ補助加熱器に比べて明らかに大
きな熱出力が補助熱交換器によって達成できるように、調節装置で調整可能な圧縮器の最
大出力が設定されていることである。
【０００９】
　実際の熱供給量を算出するために、補助熱交換器および暖房用熱交換器から成る集合熱
源の空気流入温度および空気流出温度を検出する温度センサを設置することができる。両
方の温度センサは、好ましくは、それぞれ集合熱源の下流および上流に配置することがで
きる。
【００１０】
　これに加え評価ユニットには、集合熱源を通過する供給空気の実際の空気質量流量を検
出する測定ユニットが添設されている。供給空気の空気質量流量の検出は、専用の測定素
子を用いて行うことができる。しかしながら好ましいのは、供給空気の空気質量流量を既
設機器の構成要素の運転パラメータに基づいて間接的に算出することである。すなわち所
定の通気構造では、供給空気の流路内に、詳しくは集合熱源の上流に、この空気質量流量
を調整するための気流フラップおよび送風器を設けることができる。この気流フラップに
より、集合熱源を通って流れる供給空気の空気質量流量、または集合熱源の傍らを通って
流れるバイパス空気流を、フラップ位置に応じて調整することができる。
【００１１】
　この構成において、測定ユニットは、送風器の電気出力および気流フラップのフラップ
位置に基づいて供給空気の空気質量流量を割り出すことができる。この目的のために、測
定ユニット内には、送風器出力とフラップ位置とから成る値のペアを入力することで空気
質量流量が得られ、その空気質量流量を読み出すことができる特性テーブルを格納するこ
とができる。この特性テーブルは、試験に基づいて実験的に定めることができる。
【００１２】
　空調ユニットは、集合熱源の上流に蒸発器を備えることができ、この蒸発器は補助熱交
換器と共に冷媒循環系に接続されている。暖房運転モードを実施する場合、冷媒循環系の
構成要素は、例えば蒸発器が停止している一方で補助熱交換器だけが凝縮器として動作す
るように制御することができる。これに対し冷房運転モードでは、補助熱交換器が停止し
ており、その一方で蒸発器が供給空気から熱を吸収する。
【００１３】
　冷房運転モードにおいて冷媒循環系を調節するために、蒸発器には、蒸発器温度を検出
する温度センサを添設させることができる。この温度センサは、好ましくは蒸発器の外側
に設置することができる。部品を少なくすることを考慮すると、蒸発器側の温度センサが
、蒸発器の温度を検出するだけでなく、暖房運転モードではさらに集合熱源の空気流入温
度も検出するという二つの役割を果たすように調整されているのが特に好ましい。
【００１４】
　以下に本発明の例示的実施形態を、添付の図面に基づいて説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】暖房運転モード実施時の自動車の空調設備の回路図。
【図２】冷房運転モード実施時の空調設備の図１に対応した図。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１および図２には、自動車室内２を冷房または暖房することができる、自動車の空調
設備が示されている。図１により、自動車室内２を暖房するための暖房運転モードが示さ
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れており、冷媒が流れる部分は、暖房運転モードでは停止している部分より太い線で強調
されている。すなわち、冷媒は圧縮器３から３／２方弁５を通って第１の高圧配管６内に
案内され、この第１の高圧配管は、矢印方向においては第１の熱交換器７まで延びている
。第１の熱交換器７は、空気ダクト内における破線で示した空調ユニット９内に配置され
ており、この空気ダクトを通って供給空気Ｉが自動車室内２に送り込まれる。
【００１７】
　第１の熱交換器７は暖房用熱交換器８と共に集合熱源１０を形成しており、この集合熱
源を供給空気Ｉが通過する。その際、暖房用熱交換器８は、破線によって省略的に示す冷
却循環系１３内に配置されており、この冷却循環系により、図示されていない内燃機関内
で生じた排熱を暖房用熱交換器８に送り込むことができる。
【００１８】
　図１に示されているように、凝縮器として動作する補助熱交換器７は、第２の高圧配管
１１と３／２方弁１２と膨張装置１５とを経由して、熱交換器１７と流体的に結合してい
る。熱交換器１７は、暖房運転モードでは周囲空気から熱を奪う蒸発器として動作する。
熱交換器１７の下流は、低圧配管１９により圧縮器３の吸引側まで延びている。ここで、
低圧配管１９は内部熱交換器２１を通って延びており、この内部熱交換器内では高圧側に
対し、つまり高圧配管１１に対して熱交換を行うことができる。
【００１９】
　図１から分かるように、空気の流れにおける冷房ユニット９より上流には、空気ダクト
部３１が配置されている。このダクト部３１内には供給空気Ｉを調整するための送風器３
３が配置されている。送風器３３の下流には分岐部があり、この分岐部では空気ダクトが
、バイパス配管３４と、供給空気Ｉを空調ユニット９に送り込む供給管３５とに分割され
ている。分岐部にはさらに温度混合フラップ３６が配置されている。フラップ位置に応じ
て供給管３５内の流れ断面積を調整することができる。
【００２０】
　空調設備を調節するために、調節装置３７が設けられており、この調節装置は冷媒循環
系をユーザ側の設定に調節する。そのために調節装置３７は、圧縮器３を制御する調節信
号Ｙを生成する。調節装置３７は、供給空気のパラメータを検出することで調節信号Ｙを
生成する。そのために空調ユニット９内には温度センサ３９、４０が設置されており、こ
れらの温度センサはそれぞれ集合熱源１０の上流および下流に配置されている。この両方
のセンサ３９、４０は、集合熱源１０の空気流入温度Ｔeおよび空気流出温度Ｔaを検出す
る。そして、図１に示されているように、気流フラップ３６のその時点での角度位置Ｗが
位置センサ４１により検出され、測定ユニット４２、４３に送られる。
【００２１】
　気流フラップ３６の角度位置Ｗに加え、送風器出力と相関関係にある送風器３３の電圧
ＵＧも検出され、測定ユニット４２、４３に転送される。測定ユニットのプログラムモジ
ュール４２内には、角度位置Ｗおよび送風器電圧ＵＧを入力することでその時点での供給
空気Ｉの空気質量流量を読み出すことができる特性テーブルが格納されている。このプロ
グラムモジュール４２は他のプログラムモジュール４３と信号を通信しており、この他の
プログラムモジュール４３は、空気流入温度と空気流出温度の温度差および測定された空
気質量流量ｍに基づき実際の熱供給量Ｑistを算出する。算出された実際の熱供給量Ｑist
は、調節装置３７の評価ユニット３８によって、ユーザ側の設定に対応している目標熱供
給量Ｑsollと比較することができる。制御機構３７はこの比較を基に、圧縮器３を制御す
るための調節信号Ｙを生成することができる。
【００２２】
　従来のＰＴＣ補助加熱器に比べると、本発明による補助熱交換器７は、圧縮器３を適切
に制御することで、従来のＰＴＣ加熱素子の熱出力をはるかに上回ることができる。これ
によりはるかに高いレベルの快適さを顧客に提供することができる。その一方で、圧縮器
３の出力上限が所定の上限となるよう調節すれば、従来において保証されていた室内の快
適さを保つこともできる。
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【００２３】
　図２には空調設備の冷房運転モードが図示されており、冷媒が流れる配管が太い線で強
調されている。冷房運転モードでは、３／２方弁５が、空調ユニット９内の第１の熱交換
器７に至る配管６を圧縮器３の下流で遮断し、その一方で配管１９に至る中間配管２３を
開放する。配管１９への分岐部では、熱交換器１７とは反対側の遮断弁２５が閉じた状態
になっており、これにより冷媒を熱交換器１７に通して流すことができ、この熱交換器は
冷房運転モードでは凝縮器として周囲の空気に熱を放出する。
【００２４】
　そして、冷媒は、膨張装置１５に並列に接続された一方向弁２７と、内部熱交換器２１
と、３／２方弁１２とを通って、空調ユニット９内の蒸発器２９へと導かれる。蒸発器２
９の上流には空気ダクト部３１が配置されている。冷房運転モードでの冷媒循環系の調節
は、調節装置３７によって、暖房運転モードと類似した方法で行うことができる。図１と
は異なり、図２の冷房運転モードでは、蒸発器流入温度と蒸発器流出温度の温度差に基づ
き、供給空気Ｉから奪う実際の熱流量を算出することができる。図２においては、蒸発器
流入温度が温度センサ４５により検出される一方、蒸発器流出温度は温度センサ４０によ
り検出される。

【図１】 【図２】
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